
令和３年３月２６日
公益社団法人 日本バス協会

2050年カーボンニュートラルに向けた
取組みと課題

１

YKEA0297
テキストボックス
資料7



２

１．基本的な考え方

２．バス業界の現状

３．具体的な取組み

４．電動車導入に係る課題

５．電動車導入に係る政府への要望



１．基本的な考え方

・内閣総理大臣所信表明演説において2050年までに、
温室効果ガスの排出量を全体としてゼロにする、すな
わち2050年カーボンニュートラル、脱炭素の実現を目
指すとされております。

・ バスは公共交通機関として一度に多くの人を運ぶこと
が出来るので輸送あたりのＣＯ２の排出が少ない輸送
手段であるためバスの利用促進を図ることが重要であ
ります。

・バス業界は、これまでにも地球温暖化ガスの削減や大
気環境改善のため「バス事業における低炭素社会実
行計画」に基づく対策を推進しております。

・ 電動車の導入に係る課題に対応しつつ2050年カーボ
ンニュートラルに向けてバス業界として精力的に取組ん
で参ります。 ３



（１）乗合バス事業の現状（平成30年度）
２．バス業界の現状
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乗合バス
●事業者数 ： 2,296者 （＋0.7％） 公営 23（内数）

※平成１８年１０月施行の改正道路運送法により、新たに乗合バスとみなされた事業者を含む。

●従業員数 ： 124,675人 （▲0.7％） 運転者 84,020人（内数）
●車両数 ： 60,402両 （▲0.2％）
●輸送人員 ： 43億4,800万人（＋0.1％） 高速バス 1億350万人（内数）
●営業収入 ：9,545億4,200万円（＋0.5％）

※国土交通省資料より



２．バス業界の現状

５

（２）乗合バス事業の収支状況（令和元年度）
【収支状況】

大都市部 その他地域 合計

収   入 (億円) 4,564 2,677 7,240
支   出 (億円) 4,577 3,225 7,803
損   益 (億円) △１４ △５４９ △５６２

経常収支率 (％) 99.7% 83.0% 92.8%
【黒字・赤字事業者数】

大都市部 その他地域 合計

黒   字 (者) 40 18 58
赤   字 (者) 29 140 169
合   計 (者) 69 158 227

「大都市部」とは・・・・
　　　千葉県、東京都、埼玉県、神奈川県、愛知県、三重県、岐阜県、大阪府、京都府（京都市を含む
　　　大阪府に隣接する地域）、兵庫県（神戸市及び明石市を含む大阪府に隣接する地域）

※国土交通省資料より

大都市

赤字４２％
その他地域

赤字８９％

合計

赤字７４％

大都市部は、平成24年度以来の赤字
全体の赤字額562億円は、過去10年間で最大
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２．バス業界の現状

貸切バス
●事業者数 ： 4,127者 （▲4.6％） 公営11（内数）
●従業員数 ： 68,295人 （▲0.6％） 運転者48,112人（内数）
●車両数 ： 49,832両 （▲2.5％）
●輸送人員 ： 2億9,600万人（▲0.3％）
●営業収入 ：5,729億1,300万円（▲0.6％）

10両まで, 61.3%

30両まで, 31.2%

50両まで, 5.0%

100両まで, 2.0% 101両以上, 5.0%

バス事業者の規模（貸切）

（３）貸切バス事業の現況（平成３０年度）

※国交省及び日本バス協会資料より



（１）公共交通機関の利用促進の推奨

３．具体的な取組み

公共交通機関の利用
促進が重要

７

出典：国土交通省

バスは公共交通機関としては
一度に多くの人を運ぶことが
出来るので輸送あたりのＣＯ２
の排出量が少ない輸送手段

利用促進事例
①コミュ二ティバスの導入促進
②ＧＰＳによるバスロケーション

システムの導入の推奨
③ICカードの導入の推奨



事例①コミュニティバスの導入促進

コミュニティバスは、自治体
や地域住民が主体となっ
て、交通空白地・不便地域
の解消等、地域住民の利
便性向上のため中小型車
両で運賃・ダイヤを工夫し
て運行するバス。
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事例②利用しやすく、わかりやすい情報提供として
ＧＰＳによるバスロケーションシステムの導入の推奨

ＧＰＳを活用したバスの位置情報をパソコンやスマートフォンに配信し、利用者に
バスの待ち時間や所要時間を提供し利用者のイライラ感を緩和します。

９

ＧＰＳによるバスロケーションシステム（例）



事例③ICカードの導入の推奨

ＩＣチップが内蔵されたＩＣカードは、定期入れに
入れたままカードリーダーにかざすだけで運賃
収受が可能なため利用者の方の負担が軽減
される。（全国で２６９事業者が導入）

ICカード

カードリーダー

１０



３．具体的な取組み

（２）バス事業における低炭素社会実行計画について

●バス事業における低炭素計画の目標＝
「２０３０年度（令和１２年度）におけるＣＯ２排出量原単位を２０１５年度（平成２７年
度）比６％改善する。（２０１７年１１月制定）

今後もこれらの取組みを
一層進めることが必要。 １１

●目標を達成するための取組
⇒ ２０１８年度の改善率は３．６％

日本バス協会調べ

エコドライブの全国推進、低燃費バスの導入促進、環境対策の普及促進が必要
⇒国土交通省、自動車工業会に低燃費・低公害のバスの開発を要請。

●交付金事業により車両導入補助を実施

人と環境に優しいバス事業 助成単価

ハイブリッドバス ３００（千円）
CNGバス ３００（千円）
燃料電池バス ３００（千円）
電気バス ３００（千円）

〔環境にやさしいバスの導入状況〕



（３）電動車の導入推進

３．具体的な取組み

ハイブリッドバス プラグインハイブリッドバス

電気によるモーターとディーゼル
エンジンを併用して走行

ブレーキ時のエネルギーを電
気に変えて蓄電し、発進時や
加速時にディーゼルエンジン
と併用しながら走行します。

ハイブリッドバスの機構に追
加で充電スタンドを用いて電
気を充電できる機能がある。
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燃料電池バス 電気バス

水素エネルギーを動力源とするバス
です。

走行中にＣＯ２を排出しないゼロエミ
ッション自動車として環境性能が特に
優れています。

電気エネルギーを動力源とするバスです。

走行中にＣＯ２を排出しないゼロエミッション自
動車として環境性能が特に優れています。

１３



３．具体的な取組み

（４）グリーン経営の推進

1４

目的：排出ガスによる大気汚染問題はもとより、コスト削減
と安全確保を図る

平成16年4月 国土交通省、交通エコロジー・モビリティ財団
と供にバス事業グリーン認証制度開始

バス事業者 100社・264事業所がグリーン経営の認証取得
（2021年2月現在）



４．電動車導入に係る課題

●ハイブリッドバス
【車両関係】

・軽油車と比較して車両が高額
・冷暖房使用時の航続距離の悪化

【メンテナンス関係】

・整備故障診断スキャンツールの規格の標準化・共通化
・整備機器の費用増（電動車部分）
・故障時対応

1５

●プラグインハイブリッドバス

【車両関係】

・軽油車と比較して車両が高額
・冷暖房使用時の航続距離の悪化

【インフラ関係】

・充電のインフラ整備（数・スペース）

【メンテナンス関係】

・整備故障診断スキャンツールの規格の標準化・共通化
・整備機器の費用増（電動車部分）
・故障時対応



４．電動車導入に係る課題

●電気バス
【車両関係】

・軽油車と比較して車両が高額
・冷暖房使用時の航続距離の悪化

【メンテナンス関係】

・充電のインフラ整備（数・スペース）
・充電時間の増加

【インフラ関係】

・整備故障診断スキャンツールの規格
の標準化・共通化
・整備機器の費用増（電動車部分）
・故障時対応

1６

●燃料電池バス
【車両関係】

・軽油車と比較して車両が高額
・冷暖房使用時の航続距離の悪化

【インフラ関係】

・充填のインフラ整備
（数・大型車スペース）

・充填時間の増加
（水素ステーション往復

移動時間含む）

【メンテナンス関係】

・整備故障診断スキャンツールの規格
の標準化・共通化
・整備機器の費用増（水素燃料部分・

電動車部分）
・燃料ボンベが車両上部に設置されて
いるため高所作業が必要
・故障時対応



５．電動車導入に係る政府への要望

〇電動車導入時に対する補助事業の拡充

〇プラグインハイブリッド、電気バスの充電設備等規格の標準化
〇燃料電池バスの水素ステーションの拡充等インフラ整備

〇燃料の種類増加に伴う整備コスト増に対する支援の拡充

〇整備士の教育と育成の支援

【車両関係】

【インフラ関係】

【メンテナンス関係】

2050年までに、温室効果ガスの排出量を全体としてゼロにする、すなわち
2050年カーボンニュートラル、脱炭素を実現する目標には賛成。
バスの電動車の市場への普及が図られれば積極的に導入を推進しＣＯ２
削減に努めていくため以下の対応を要望する。

1７

【税制関係】

〇電動車導入に係る優遇税制の拡充




